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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第３四半期
連結累計期間

第58期
第３四半期
連結累計期間

第57期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 (百万円) 62,053 70,841 90,424

経常利益 (百万円) 7,255 7,909 10,799

親会社株主に帰属する四半期(当

期)純利益
(百万円) 4,544 5,402 7,464

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 6,296 5,906 10,672

純資産額 (百万円) 98,842 106,434 103,218

総資産額 (百万円) 123,549 133,047 129,525

１株当たり四半期(当期)純利益金

額
(円) 40.40 48.03 66.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

(当期)純利益金額
(円) 40.32 47.91 66.23

自己資本比率 (％) 79.8 79.8 79.5

 

回次
第57期

第３四半期
連結会計期間

第58期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.99 19.09

　(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　３　当社は平成26年10月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。第57期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)

純利益金額を算定しております。

　　　４　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等を適用し、第１四半期連結累計期

間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等

を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(１)業績の状況

　当第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日～平成27年12月31日)の経済状況は、国内においては円安やインバ

ウンド需要に支えられ堅調に推移しました。一方、海外においては中国経済の減速や原油価格の大幅な下落及び中

東における紛争やテロ事件の多発などにより地政学的なリスクが増大し、経済やエネルギー情勢は依然として不透

明な状況となっております。

　このような状況の中でミウラグループは、「世界のお客様に対して、省エネルギーと環境保全でお役に立つ」こ

とを経営理念として、お客様が抱えられている様々な問題に対して、「トータルソリューション」を提供する活動

を継続しております。

　国内では、当社シェアの比較的低い化学工業界や製紙業界などに主力の高効率ガス焚きボイラーのMI(多缶設置)

システムや未利用熱回収機器などの提案活動を積極的に行いました。また、バラスト水処理装置の販売もいよいよ

本格化してきました。

　海外では、省エネルギー及び環境保全を基本としたソリューション提案営業を継続し、更なるメンテナンスサー

ビスの充実を図るため、拠点網の展開に努めました。韓国においては、従来から行っていた省エネルギー提案活動

が認められ、第37回韓国エネルギー効率大賞の「大統領表彰」を受賞し、営業活動の大きな後押しとなることが期

待されます。また、ブラジルにおいては、平成28年３月稼働を目標にボイラー組立工場の建設を開始しました。

　当第３四半期連結累計期間の連結業績につきましては、国内では、引続き高効率ガス焚きボイラーの売上が堅調

に推移するとともに、舶用ボイラーやバラスト水処理装置など舶用関連機器の売上も好調に推移しました。海外で

は、中国や韓国などで順調に推移し、さらに円安効果や決算期の変更による季節的要因もあり売上を大幅に伸ばし

ました。この結果、売上高は708億４千１百万円と前年同四半期(620億５千３百万円)と比べ14.2％増となり、過去

最高を更新しました。

　利益面につきましては、国内では人件費や研究費及び減価償却費、海外では拠点展開費用などが増加しました

が、増収効果により営業利益は72億８千５百万円と前年同四半期(59億８千５百万円)と比べ21.7％増、経常利益は

79億９百万円と前年同四半期(72億５千５百万円)と比べ9.0％増となりました。親会社株主に帰属する四半期純利

益は国内の法人税率の引下げなどにより54億２百万円と前年同四半期(45億４千４百万円)と比べ18.9％増となり、

過去最高を更新しました。

　セグメントの業績の概況は、次のとおりであります。

①国内機器販売事業

　国内機器販売事業は、水処理機器は低調に推移しましたが、小型貫流ボイラー及び関連機器・舶用関連機器は、

引続き好調に推移しました。この結果、当事業の売上高は350億２千７百万円と前年同四半期(332億１千４百万円)

と比べ5.5％増となりました。セグメント利益につきましては、ベースアップの実施や増員などにより人件費が増

加するとともに、バラスト水処理装置や燃料電池などの新製品に係る研究費及び減価償却費なども増加したため、

13億５百万円と前年同四半期(15億１千８百万円)と比べ14.0％減となりました。

②国内メンテナンス事業

　国内メンテナンス事業は、設置台数の増加と有償保守契約取得の積極的な活動により、売上を伸ばしました。こ

の結果、当事業の売上高は200億円と前年同四半期(190億２百万円)と比べ5.3％増となりました。セグメント利益

につきましては、ベースアップの実施や増員などにより人件費が増加しましたが、増収効果により48億４百万円と

前年同四半期(42億４千５百万円)と比べ13.2％増となりました。
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③海外機器販売事業

　海外機器販売事業は、中国や韓国では国営企業や財閥企業などへの積極的な提案活動により売上を伸ばしまし

た。また、北米においても堅調に推移しました。さらに円安効果や決算期の変更による季節的要因が加わり、当事

業の売上高は127億９千９百万円と前年同四半期(75億７千６百万円)と比べ68.9％増となりました。セグメント利

益につきましては、ベースアップの実施や増員などにより人件費が増加しましたが、増収効果により10億７千６百

万円と前年同四半期(１億５千６百万円)と比べ587.7％の大幅増となりました。

④海外メンテナンス事業

　海外メンテナンス事業は、積極的なメンテナンス網の拡大や大手ユーザーに対する有償保守契約の取得活動を行

いました。この結果、当事業の売上高は30億１千３百万円と前年同四半期(22億６千万円)と比べ33.3％増となりま

した。セグメント損失につきましては、各国とも積極的にメンテナンス網の拡大を行い経費が増加したことから、

△２億２千３百万円と前年同四半期(△１億２千４百万円)と比べ損失が拡大しました。

 

(２)財政状態の状況

　当第３四半期連結会計期間末における財政状態につきましては、総資産は、前連結会計年度末に比べ35億２千２

百万円増加し、1,330億４千７百万円となりました。これは、現金及び預金や有価証券が減少しましたが、受取手

形及び売掛金や電子記録債権、商品及び製品等のたな卸資産の増加及び債券の購入や保有株式の値上りにより投資

有価証券が増加したことによるものです。負債は、前連結会計年度末に比べ３億６百万円増加し、266億１千３百

万円となりました。これは、賞与引当金などが減少しましたが、前受金や繰延税金負債などが増加したことによる

ものです。純資産は、前連結会計年度末に比べ32億１千５百万円増加し、1,064億３千４百万円となりました。こ

の結果、自己資本比率は79.8％となりました。

 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」については、定

めておりません。

 

(４)研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、17億９千万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年2月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 125,291,112 125,291,112
東京証券取引所

(市場第一部)
単元株式数　100株

計 125,291,112 125,291,112 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額

(百万円)

資本準備金
残高(百万円)

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
― 125,291 ― 9,544 ― 10,031

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成27年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　 12,787,700
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　112,477,700 1,124,777 ―

単元未満株式 普通株式　　　 25,712 ―
一単元(100株)未満の

株式

発行済株式総数 125,291,112 ― ―

総株主の議決権 ― 1,124,777 ―

(注)　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式65株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)
他人名義

所有株式数(株)
所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)

三浦工業株式会社

愛媛県松山市堀江

町７番地
12,787,700 ― 12,787,700 10.21

計 ― 12,787,700 ― 12,787,700 10.21

(注)　当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、12,788,100株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 20,310 19,774

受取手形及び売掛金 24,027 ※ 24,775

電子記録債権 1,066 ※ 1,662

リース投資資産 2,065 2,002

有価証券 11,873 8,873

商品及び製品 4,901 6,314

仕掛品 2,491 3,405

原材料及び貯蔵品 5,621 6,172

繰延税金資産 2,120 2,131

その他 1,074 912

貸倒引当金 △73 △99

流動資産合計 75,480 75,924

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 21,812 22,144

機械装置及び運搬具（純額） 3,368 3,314

土地 11,674 11,826

建設仮勘定 859 460

その他（純額） 1,559 1,543

有形固定資産合計 39,275 39,290

無形固定資産 659 672

投資その他の資産   

投資有価証券 11,072 13,708

退職給付に係る資産 1,651 2,127

その他 1,417 1,365

貸倒引当金 △32 △40

投資その他の資産合計 14,109 17,160

固定資産合計 54,044 57,123

資産合計 129,525 133,047
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,201 3,118

関係会社短期借入金 30 30

未払法人税等 1,174 1,143

前受金 7,865 8,722

製品保証引当金 634 626

賞与引当金 3,522 1,661

資産除去債務 13 6

その他 7,355 8,025

流動負債合計 23,798 23,334

固定負債   

繰延税金負債 1,628 2,356

役員退職慰労引当金 55 55

退職給付に係る負債 445 563

その他 380 303

固定負債合計 2,508 3,279

負債合計 26,307 26,613

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,544 9,544

資本剰余金 10,088 10,097

利益剰余金 86,306 89,138

自己株式 △7,056 △7,036

株主資本合計 98,883 101,743

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,560 3,318

為替換算調整勘定 3,030 2,266

退職給付に係る調整累計額 △1,483 △1,123

その他の包括利益累計額合計 4,108 4,461

新株予約権 205 229

非支配株主持分 21 －

純資産合計 103,218 106,434

負債純資産合計 129,525 133,047
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 62,053 70,841

売上原価 35,798 41,617

売上総利益 26,254 29,223

販売費及び一般管理費 20,268 21,937

営業利益 5,985 7,285

営業外収益   

受取利息 135 146

受取配当金 144 158

受取賃貸料 293 302

為替差益 395 －

その他 319 215

営業外収益合計 1,288 824

営業外費用   

支払利息 0 0

為替差損 － 157

その他 19 42

営業外費用合計 19 200

経常利益 7,255 7,909

特別利益   

固定資産売却益 7 140

特別利益合計 7 140

特別損失   

固定資産売却損 10 1

固定資産除却損 26 34

特別損失合計 37 35

税金等調整前四半期純利益 7,226 8,014

法人税等 2,681 2,611

四半期純利益 4,544 5,402

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,544 5,402
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 4,544 5,402

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 946 757

為替換算調整勘定 442 △646

退職給付に係る調整額 363 393

その他の包括利益合計 1,752 504

四半期包括利益 6,296 5,906

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 6,295 5,909

非支配株主に係る四半期包括利益 0 △2

 

EDINET提出書類

三浦工業株式会社(E01478)

四半期報告書

11/17



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 (海外子会社の決算日の変更)

　連結財務情報のより適正な開示を図るため、第１四半期連結会計期間より、韓国MIURA工業株式会社他５社に

つきましては、決算日を３月31日に変更し、三浦工業設備(蘇州)有限公司につきましては、連結決算日である３

月31日に仮決算を行い連結する方法に変更しております。

　この決算期変更により平成27年１月１日から平成27年３月31日までの損益は、利益剰余金の減少208百万円と

して調整しております。

 

 

（会計方針の変更）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。)等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結

財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非

支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間

及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

　これによる影響額は軽微であります。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 (税金費用の計算)

　税金費用につきましては、当社は当第３四半期会計期間を含む会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、連結子会社は法定実効税率をベースとした簡便な方法を採用しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　※　四半期連結会計期間末日満期手形等

　　　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

等が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

受取手形 －百万円 605百万円

電子記録債権 －百万円 31百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであ

ります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 1,813百万円 2,078百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間 (自平成26年４月１日　至平成26年12月31日)

　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,274 34.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月４日

取締役会
普通株式 974 26.00 平成26年９月30日 平成26年11月26日 利益剰余金

 
 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間 (自平成27年４月１日　至平成27年12月31日)

　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,237 11.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月２日

取締役会
普通株式 1,125 10.00 平成27年９月30日 平成27年11月25日 利益剰余金

 
(注)　当社は、平成26年10月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。１株当たり配当

額は、株式分割を考慮した額を記載しております。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自平成26年４月１日　至平成26年12月31日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 
国内
(注)１

海外
(注)１

合計
調整額

(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 

機器販売
事業

メンテ
ナンス
事業

機器販売
事業

メンテ
ナンス
事業

売上高        

外部顧客への売上高 33,214 19,002 7,576 2,260 62,053 － 62,053

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,374 56 195 － 1,626 △1,626 －

計 34,589 19,058 7,771 2,260 63,679 △1,626 62,053

セグメント利益又は損失(△) 1,518 4,245 156 △124 5,795 190 5,985

　(注)　１　報告セグメントの「国内」の区分は国内連結会社、「海外」の区分は海外連結会社の事業活動に係るもので

あります。

２　調整額には、セグメント間の内部取引消去が含まれております。

３　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自平成27年４月１日　至平成27年12月31日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 
国内
(注)１

海外
(注)１

合計
調整額

(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 

機器販売
事業

メンテ
ナンス
事業

機器販売
事業

メンテ
ナンス
事業

売上高        

外部顧客への売上高 35,027 20,000 12,799 3,013 70,841 － 70,841

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,612 64 129 28 1,835 △1,835 －

計 36,639 20,065 12,929 3,042 72,676 △1,835 70,841

セグメント利益又は損失(△) 1,305 4,804 1,076 △223 6,963 322 7,285

　(注)　１　報告セグメントの「国内」の区分は国内連結会社、「海外」の区分は海外連結会社の事業活動に係るもので

あります。

２　調整額には、セグメント間の内部取引消去が含まれております。

３　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日)

(1)１株当たり四半期純利益金額 40円40銭 48円03銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

(百万円)
4,544 5,402

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額(百万円)
4,544 5,402

普通株式の期中平均株式数(千株) 112,467 112,491

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 40円32銭 47円91銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

(百万円)
― ―

普通株式増加数(千株) 225 272

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―

(注)　当社は、平成26年10月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額を算定しております。
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２【その他】

　平成27年11月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(イ)中間配当による配当金の総額　　　　　　　1,125百万円

　(ロ)１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　10円00銭

　(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成27年11月25日

 (注)　平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月12日

 

三浦工業株式会社

取　締　役　会　　御　中

 

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 世　良　敏　昭　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮　本　芳　樹　　印

 

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三浦工業株式会
社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成
27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三浦工業株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　　　２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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